様式１

令和　　年　　月　　日

荒　川　区　長　殿

所在地
法人名
代表者名
西尾久三丁目障がい者施設整備事業者公募申込書

標記の件について、「西尾久三丁目障がい者施設整備事業者公募要項」の趣旨を踏まえ、下記のとおり申し込みます。

記

１　法人名

２　代表者名
３　法人本部所在地

４　提出書類
提出書類一覧のとおり
公募申込者の連絡先
	ふ り が な

法　人　名
	

	連絡先
	ふりがな

担当者
	

	
	役職名
	

	
	施設名称
	

	
	住所
	〒

	
	電話等
	TEL　　　　　　　　　　FAX

	
	E‐mail
	

	連絡先
	ふりがな

担当者
	

	
	役職名
	

	
	施設名称
	

	
	住所
	〒

	
	電話等
	TEL　　　　　　　　　　FAX

	
	E‐mail
	


※　連絡先の担当者名は、実務担当者を含め複数名記入願います。
法人の基本理念

法人の運営に関する理念等について記載してください。


法人の経歴・事業経歴

	年月
	経　　　　　歴

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


法人の概要

	法人目的
	

	設立年月
	

	代表者
	

	法人所在地

（都道府県名）
	

	職員総数
	名（令和　　年　　月　　日現在）

（　常勤　　　　名　非常勤　　　名　）


＜事業内容等＞

福祉事業、営利事業問わず記載してください。
	施設種別
	所在地（都道府県名）
	定員
	認可年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


· 必要に応じて、行数の調整をしてください。

運営している福祉施設の状況

１　現在、運営している施設

	施設種別
	令和６年度

利　用　率
	施設概要

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


· 利用率欄は、小数点以下第１位を四捨五入し、整数値で記載してください。

（例）８２．６２％　→　８３％

２　現在、計画中の施設（本公募事業を除く）

☐ 有　☐ 無　（該当する方を■とし、有の場合は以下を記入してください。）

	施設種別
	施設概要

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


実地指導結果等
１　都道府県の実地指導状況

＜令和　年度＞

	施設種別
	実施指導の有無
	指摘事項の有無
	改善の有無

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


＜令和　年度＞

	施設種別
	実施指導の有無
	指摘事項の有無
	改善の有無

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


＜令和　年度＞

	施設種別
	実施指導の有無
	指摘事項の有無
	改善の有無

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


２　第三者評価の受審状況

☐ 有　☐ 無　（該当する方を■とし、有の場合は下表を記入してください。）

	受審年度
	受審施設種別

	
	

	
	

	
	

	
	


地域貢献・障がい者雇用等

１　障がい者雇用について

　　法人全体における障がい者雇用数及び障がい者雇用率について記載してください。
	
	障がい者雇用数（人/全体数）
	障がい者雇用率（％）

	常　勤
	
	

	非常勤
	
	

	合　計
	
	


　　（令和7年6月1日現在）
※「障害者雇用状況報告書」で報告した数値を記載してください。

２　区民雇用について

　　当該施設における区民雇用（予定）について記載してください。

	
	区民雇用数

（人/全体数）
	区民雇用率（％）

	常　勤
	
	

	非常勤
	
	

	合　計
	
	


３　地域貢献、障がい者雇用等の方針
　　障がい者雇用、区民雇用に対する方針及び区内事業所の活用等区内産業の振興についての方針を記載してください。
平成　　年　　月　　日
荒　川　区　長　殿

所在地

法人名

代表者名　　　　　　印

西尾久三丁目障がい者施設整備事業者
公募における施設整備計画書の提出について
標記の件について、下記のとおり計画書を提出します。

記

１　法人名

２　代表者名

３　法人本部所在地

４　提出書類

提出書類一覧のとおり
事業参入の理由
事業参入のきっかけ、応募の動機等について記載してください。
施設の運営方針
今後50年以上、施設を運営することとなった場合の運営方針、意欲、熱意、創意工夫などについて記入してください。

共同生活援助

共同生活援助事業について、利用者に必要な支援（日常生活支援、金銭管理等）、自立支援等を踏まえ、基本的な考え方と事業計画を具体的に記載してください。
また、定員（区民優先の考え方）、職種・職員体制・勤務体制、家賃設定についても記載してください。

短期入所
短期入所事業について対象である重度障がい者や医療的ケア児などへの支援の考え方、支援方法、支援を行う上での配慮等について具体的に記載してください。

また、利用対象者への周知・利用促進方法等、定員（区民優先の考え方）、職種・職員体制・勤務体制についても記載してください。

日中一時支援

日中一時支援事業の対象である知的障がい者などへの支援の考え方、支援方法、支援を行う上での配慮等について具体的に記載してください。

また、定員（区民優先の考え方）、職種・職員体制・勤務体制、委託料積算についても記載してください。

移動支援事業（車両移動型）

移動支援事業実施に当たり、対象者である本施設利用者への支援の考え方、支援方法、支援を行う上での配慮等について具体的に記載してください。
また、定員、職種・職員体制・勤務体制、委託料積算についても記載してください。

施設入浴

施設入浴事業の対象である知的障がい者、身体・知的の重複障がい者への支援の考え方、支援方法、支援を行う上での配慮等について具体的に記載してください。
また、定員（区民優先の考え方）、職種・職員体制・勤務体制、委託料積算についても記載してください。

緊急一時保護
緊急一時保護事業の対象である身体障がい者などへの支援の考え方、支援方法、支援を行う上での配慮等について具体的に記載してください。
また、定員（区民優先の考え方）、職種・職員体制・勤務体制、委託料積算についても記載してください。

地域交流・行事

地域交流の考え方及び年間行事の取り組みについて、具体的に記載してください。また、地域と連携して実施する、子どもたちへの障がい理解を深めるための取り組みについても、具体的に記載してください。

ニーズの把握・意見反映方法
利用者の要望や苦情を収集し、質の向上に活かせる体制を具体的に記載してください。

事業の実施体制①

　人材確保・採用計画の考え方、また、重要な役割を果たす施設責任者の配置・育成についての考え方を記載してください。

（法人全体の離職率）

	年　　度
	職　員　数
	退職者数
	採用者数
	離職率

	令和４年度
	常　勤
	
	
	
	

	
	非常勤
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	

	令和５年度
	常　勤
	
	
	
	

	
	非常勤
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	

	令和６年度
	常　勤
	
	
	
	

	
	非常勤
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	


· 離職率欄は、採用者数／職員数で計算のうえ、小数点以下第１位を四捨五入し整数値で

記載してください。　（例）　１０．６７％　→　１１％
事業の実施体制②
１　職員の意識、意欲、能力を向上させるための人材育成計画・研修体制について


２　職員の健康管理体制について

利用者の権利擁護

１　本人の意思を尊重した支援や、家族とのコミュニケーションについて

２　虐待防止・差別解消に対する取組について　
３　個人情報保護の体制について
関係機関等との連携

平常時、緊急時の医療機関・地域及び事業者間の連携について記載してください。


危機安全管理①

利用者が安心安全かつ快適に生活するための施設の管理体制及び利用者の事故防止策・防犯体制について記載してください。


危機安全管理②
感染症予防策、食中毒防止策などについて記載してください。

災害対策
災害対策について（地震対策・火災対策・災害時の他事業所、近隣住民等との連携など）具体的に記載してください。また、福祉避難所としての在り方、対応を記載してください。

本施設で行う法人自主事業及び今後の事業展開

法人自主事業の提案がある場合はその提案内容を記載してください。
また、法人として荒川区内において今後どのような事業展開を考えているか記載してください。


中長期的な経営方針①

施設運営において、サービスの質の確保と経営の効率性のバランスをどのように図っていくかという観点から、次のような収支改善の方策を具体的に提案してください。


中長期的な経営方針②

利用率を向上させるための方策、周知活動などを記載してください。















































































































































○自立支援給付費等の加算基準の取り扱いなど収入確保・向上策など
































○資機材の効率的な調達・管理方法、経費削減策等
































○人的資源管理の考え方

















